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ふるさと納税が地方創生に及ぼす影響  

－鹿児島県出身の同郷団体に対するアンケート調査から－  
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はじめに  

都会に住んでいても自らの意志で任意の自治体(ふるさと)に納税するふるさと納税制度

は 2008 年から開始された．総務省(2017b)によれば， 2015 年度ふるさと納税の受入額は，

前年度実績の 4.3 倍に急増し約 1,653 億円である．また，ふるさと納税の返礼品納入件数

は，前年度実績の 3.8 倍であり，約 726 万件に急増している．このことは，ふるさと納税

が地方の税収に寄与していることを示すもので，結果として地方に活力をもたらす可能性

がある(髙松 2016:11-13)．折しも，自治体間の医療・介護サービスについては負担の均衡

が図れてきていることから, 医療・福祉サービスの利用を前提とした故郷移住者の増加は，

労働集約型の医療福祉事業を拡充させることになる．筆者が居住する鹿児島県は全国的に

もふるさと納税の受入額及び受入件数が高いことから 1，本稿では同郷団体に対する調査を

通して，ふるさと納税の意義とそれによる地域活性化の可能性及び自治体に及ぼす影響を

検討することにした．  

 

Ⅰ．ふるさと納税の意義 

ふるさと納税の議論は 2007 年 5 月，総務大臣から都市と地方の税負担に関して提起され

たことから始まる．ここでの論議は，地方で生まれ教育を受け育った者であるにもかかわ

らず，修学や就職を機に都市に移住していることを問題とするものであった．このことは，

都市は税収を得るが，故郷は税収を得る機会を失うことになり，都市と地方の経済格差に

繋がっている(齋藤・三好 2017:2-12)．この傾向を緩和する政策として，都会に住んでい

ても自分の意志で任意の自治体に納税できる税制度，すなわち，ふるさと納税が提起され

たのである(総務省 2007:1-4). 

増田・河合(2015)が述べているように，過疎と高齢化の進行により，都市と地方の経済

格差は益々大きくなり地方消滅が危惧されている．この格差を是正する案として 2006 年 1

0 月，福井県知事の西川一誠氏が「故郷寄付控除」を提言し，これがふるさと納税に繋が

ったといわれている．ふるさと納税は，自分が生まれ育った地域や教育を受けた地域，両

親の出身地などで幼少期の自然体験の舞台となった地域などに対する貢献や恩返しであり，

納税者の真摯な思いを活かす制度である(総務省 2007:7-8)． 

他方で，ふるさと納税は，納税者が住民税の一定割合を応援したい自治体に寄付できる

制度でもある．寄付先は任意であり，複数の自治体に対して寄付をすることもできる．ま

た，ふるさと納税による寄付は，基準内であれば自己負担の 2,000 円を除いた寄付額が翌

年度の住民税などから控除され手元に戻る制度である．このことからすれば，形式的には

「寄付」と「税額控除」を組み合わせた制度だといえる (保田・保井 2017:10-17)． 

「ふるさと」は全ての人にとって存在するが，出生地なのか，養育地なのか，というこ

とを納税の条件として厳密に証明することは容易ではない．それ以上に，納税者がどこを

「ふるさと」と考えるか，その意思を尊重することがふるさと納税の思想である．  

                                                   

1 鹿児島県のふるさと納税の受入件数は， 2015 年度では，全国 8 位(293,608 件)である．

全国 1 位の北海道は，受入件数は 880,689 件であり，鹿児島県の 3.0 倍、受入額は 15,036

百万円であり，鹿児島県の 2.0 倍であった(総務省 2017b:2-4)． 
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総務省(2007)によると，ふるさと納税制度は，地方出身の都市居住者が故郷へ税制を通

じて貢献する仕組みとして三つの意義を有して導入されたとされる．それは，①納税者が

寄付先を選択する制度であること，②故郷，お世話になった地域，これから応援したい地

域などに対して力になれる制度であること，③自治体が国民に取り組みを広報することで

ある．これらを通じて，納税者が自治体の取り組みを考える契機になることが期待されて

いる．あわせて，ふるさと納税が自治体間の競争を誘発させ，同時に納税意識の向上を意

図せんとするものである．  

 表 1 で示すように，ふるさと納税の受入額及び受入件数は大きく伸びている．この伸び

の主な要因は幾つか考えられるが , その①が 2013 年度頃から寄付に対するお礼として魅

力的な特産品を返礼品として送る自治体が現れたこと , その②が 2015 年度から控除上限

額が約 2 倍に拡充され，あわせて特定の条件を満たせば控除を受ける為の確定申告が不要

となるワンストップ特例申請制度が始まったことにより 1 人当たりのふるさと納税の寄付

金額と寄付件数が増えたこと，その③がふるさと納税の申込みから決済までをウェブサイ

トで申請できるふるさと納税サイトの導入と，返礼品のラインナップを拡充するなど，広

報活動に積極的に取り組んだ自治体が増えたことが考えられる．このように，ふるさと納

税の取り組みに積極的な自治体が増えたことから，メディア報道や情報サイトが相次いで

ふるさと納税を取り上げている．加えて，総務省によるポータルサイトの立ち上げなどに

より周知が充分に図られ，寄付者の注目を集めたことが急激な増加の理由として考えられ

る(髙松 2016:11-13). 

 

表1　ふるさと納税の受入額及び受入件数(全国計) (受入額単位: 億円，受入件数単位: 万件)

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

受 入 額 81 77 102 122 104 146 389 1,653 2,844

受 入 件 数 5 6 8 10 12 43 191 726 1,271

※ 全地方団体（都道府県及び市区町村）を対象に調査を実施．

※ 受入額及び受入件数については、各地方団体で「ふるさと納税」と整理しているもの（法人からの寄附を含む地方団体もあり）．

※ 平成23年東北地方太平洋沖地震に係る義援金等については、含まれないものもある．

参照 : 総務省(2017b)「ふるさと納税に関する現況調査結果」

年度

 

 

読売新聞オンライン(2017 年 2 月 10 日 5 時 20 分)によると，高級な特産品が「返礼品」

として貰えることが人気を博した理由とみられる．その返礼品により，ふるさと納税は自

治体間の税収格差を生み，2015 年度自治体間の税収格差は年間で最大 70 億円に至ってい

るという. この傾向は都市だけに限らず，国が指定する過疎自治体 22 市町村に対しても収

支がマイナスであったことが報じられている．詳細をみると，2015 年度での寄付受け入れ

額から税収の流出額を差し引いた収支は，525 の自治体でマイナスになっていた．マイナ

ス幅が最も大きい自治体は横浜市であり，2 番目は名古屋市，3 番目は東京都世田谷区と都

市が続いている．一方，プラス幅が最も大きい自治体は宮崎県都城市であり，2 番目は静

岡県焼津市，3 番目は山形県天童市であった．いずれも，肉や海産物，地酒など品質の高



4 

 

い特産品で知られている地域であった．また，国が指定する過疎自治体でマイナス幅が最

も大きい自治体は北海道函館市であり，2 番目は群馬県東吾妻町，3 番目は福岡県川崎町で

あった． 

このように，ふるさと納税により都市から地方へ税が移動することはある程度想定され

ていた．ふるさと納税による税収流出の大きい横浜市や名古屋市は，減収分の 75%が地方

交付税によって補填され 一定の収入は確保されるが , 東京 23 区は地方交付税の不交付団

体であり補填されない．特に減収幅が大きい世田谷区は，2016 年度一般会計約 3,000 億円

のうち，ふるさと納税による税収減は 16 億円になるという．また，2017 年度については，

2016 年度の約 1.8 倍 30 億円を超えると推計されている．世田谷区は歳入を増やすための

対策として，児童養護施設や高齢者の福祉施設など 7 つの基金から税の使い道を選択でき

る寄付制度の認知拡大を図っているが効果は未だみられない．こうしたことから，総務省 (2

017a)は，返礼品の価格を寄付額の 3 割以下にすることなどを含んだ通知を 2017 年に出し

ている．  

地方で生まれ教育を受け育った者であるにもかかわらず，修学や就職を機に主に東京圏

を中心とした都市に移住することで故郷は消費と所得に関する税収を失う．このことが，

都市と地方の経済格差に繋がっている．ふるさと納税が，この傾向を緩和する政策である

ことを勘案すれば，東京 23 区からふるさと納税を通じて地方に税を移動することは，本来

目指したことであり，想定された成果が出ていると考えてよい． 

一方，ふるさと納税は自治体間に経営の視点という新たな原理を持ち込んでいる．この

側面からみれば，自治体運営におけるパンドラの箱を開けたといえる．今後は，自治体間

で勝ち組と負け組の二極化となってしまうのか．あるいは，全体として底上げされていく

のかはこれからの取り組み次第であり，場合によっては，勝ち組の自治体が負け組の自治

体を吸収合併していくようなことも考えられる (保田・保井 2017:133-134)． 

 

Ⅱ．方法 

1.調査の背景と目的  

ふるさと納税は，地方創生に寄与する可能性がある．このことからふるさと納税，とり

わけ同郷団体が故郷に行うふるさと納税を検討し，ふるさと納税制度の税増収や地方創生

に及ぼす影響等について検討する． 

 

2.調査対象者・調査期間・調査方法  

調査対象者は，鹿児島県を含む三地域の出身者とその縁故者の集いで作られる A 倶楽部

の会員 560 人のうちの個人会員であり，三大都市圏(首都圏・中京圏・近畿圏)の居住者を

対象に選定した．首都圏は一都七県とし，中京圏は三県とした．また，近畿圏に関しては

二府四県とした．なお，有効回収率は 54.1%(303 人)であった．調査期間は 2016 年 6 月か

ら 7 月にかけて A 倶楽部の個人会員に郵送調査を実施した．   

    

3.倫理的配慮  

http://www.soumu.go.jp/main_content/000476919.pdf
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E4%BA%AC%E5%9C%8F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BF%91%E7%95%BF%E5%9C%8F
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回答はすべて自由意志による無記名の個別返送とし匿名性の確保を図った．また回答者

個人が特定できる質問は避けプライバシーの保護を図った．回答内容は全て統計数字とし

て取りまとめ個人が特定できない処置を施した．なお，本調査は，鹿児島国際大学教育研

究倫理審査委員会の承認を得て実施した．  

 

4.調査内容  

調査内容は，⑴回答者の属性 (性別・年齢・出身県・居住地の自治体・世帯状況・住居形

態・職業・就業形態・キャリアとスキルなど )，⑵ 地域交流の変化，⑶移住意向と故郷へ

の移住に関する意見，⑶住所地特例制度とふるさと納税に関する項目 ,⑷帰省の頻度と帰省

の理由，⑸介護が必要になった場合の意見と医療介護サービスに関する項目，⑹出身県で

の就労と貢献意向及びその条件に関する 36 項目であった．  

 

5.分析方法  

アンケート調査票により返送されたデータは，単純集計で全体の状況を把握した．また，

それぞれのデータの関係性をみるためにクロス集計を実施した．なお，それぞれの項目に

は無回答が含まれ，項目によっては回答数が異なっている．集計と分析は SPSS ver.24 を

用いた． 

Ⅲ．結果  

1.回答者の属性と健康状態  

回答者の属性については，性別は男性が圧倒的に多かった．また，主な居住先は東京都

であり，ほとんどの人が鹿児島県を故郷にもち東京都の持家で夫婦のみで暮らしていた．

年齢については，男性は後期高齢者が多く，女性は前期高齢者が多かった．キャリアやス

キルについては，男性は技術系が多く，女性は経理財務のキャリアやスキルを有していた

が，今は仕事をしていない傾向が多くみられた . 

日常生活を送るうえで必要になる医療・介護・生活支援について聞いたところ、最多は，

「全く不自由なく過ごせる」 82.1%(243 人)であった．2 番目は「時々病院等の医療機関に

通っている」 7.4%(22 人)であった．3 番目は「少し不自由だが，何とか自分ひとりで過ご

せる」7.1%(21 人)であった．回答者の健康状態は，日常生活を送るうえで援助を全く必要

とせず健康な人が多いことが確認できた． 

 

2.年齢と老後の故郷移住意向との関係と住所地特例制度の周知度   

年齢と老後を故郷に移住して暮らす意向との関係を調べた．その際，年齢に対しては，

平成 28 年 5 月 1 日での年齢を答えてもらい， 64 歳以下を「中年者」とし， 65 歳以上 74

歳以下を「前期高齢者」，75 歳以上を「後期高齢者」として集計した．移住意向の強さを，

「思ったことがある」「少し思ったことがある」「あまり思ったことがない」「思ったことが

ない」の 4 件法で答えてもらい,「思ったことがある」と「少し思ったことがある」を「故

郷への移住意向がある」とし ,「あまり思ったことがない」と「思ったことがない」を「故

郷への移住意向がない」として集計した．  

年齢は，回答者 303 人のうち，「中年者」は 20.1%(61 人)であり,「前期高齢者」は 37.3%
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(113 人)，「後期高齢者」は 42.6%(129 人)であった．また，40 歳代以下は 2.0%(6 人)と極

端に少なかった．年齢は「後期高齢者」が多かった．  

表 1 に示すように．老後を故郷に移住して暮らす意向については，「故郷への移住意向が

ある」は 56.1%(166 人)であり ,「故郷への移住意向がない」は 43.9%(130 人)であったこと

から，老後を故郷に移住して暮らす意向は，回答者の半数以上にみられた．  

年齢と老後を故郷に移住して暮らす意向の関係は ,「中年者」のなかで「故郷への移住意

向がある」と答えた人は 65.5%(38 人)で最も多く,「故郷への移住意向がない」と答えた人

は 34.5%(20 人)で最も少なかった.「前期高齢者」のなかで「故郷への移住意向がある」と

答えた人は 61.3%(68 人)であり,「故郷への移住意向がない」と答えた人は 38.7%(43 人)

であった.「後期高齢者」のなかで「故郷への移住意向がある」と答えた人は 47.2%(60 人)

で最も少なく ,「故郷への移住意向がない」と答えた人は 52.8%(67 人)で最も多かった．年

齢が高くなると老後の故郷に移住して暮らす意向が弱くなっていた．カイ二乗検定を実施

したところ統計的に有意な関係がみられた (χ²=15.189，df=6，p=.019)．年齢が老後の故

郷への移住意向に影響を及ぼしていると考えられた． 

表2　年齢と老後を故郷に移住して暮らす意向に関するクロス表 ( N  = 296 )

% n % n % n

後期高齢者(75歳以上) 47.2% 60 52.8% 67 100% 127

前期高齢者(65歳以上74歳以下) 61.3% 68 38.7% 43 100% 111

中年者(64歳以下) 65.5% 38 34.5% 20 100% 58

合　計 56.1% 166 43.9% 130 100% 296

注 : 無回答を除外し集計している． (χ²=7.333，df=2，p=.026)

故郷への移住意向が
ある

故郷への移住意向が
ない

合　計

老後を故郷に移住して暮らす意向の有無

 

 

3.住所地特例制度の周知度  

社会保険制度を利用する人が，住所地以外の市区町村にある介護保険施設などに入所ま

たは入居をすることで，施設などの所在市町村に住所を変更した場合，住所を移す前の市

区町村が引き続き保険者となり，医療保険や介護保険を負担する住所地特例制度に対する

周知度を調べた．回答者 294 人のうち，最も多い回答は「全く知らない」71.1%(209 人)で

あり，2 番目は「話は聞いたことがあるが詳細は知らない」19.7%(58 人)であった．これら

をあわせると 90.8%(267 人)が知らないと答えていた．一方，知っている人は「ある程度知

っている」7.5%(22 人)であった．また「よく知っている」 1.7%(5 人)であった．これらを

あわせて 9.2%(27 人)の人が知っていると答えていた．住所地特例制度の周知について ,知

らない人が圧倒的に多かった．知らない人が圧倒的に多いところをみると住所地特例制度

の周知は充分でないことが示された．  

 

4.出身県とふるさと納税経験者がふるさと納税をしたことがある自治体との関係  

ふるさと納税は，故郷に貢献または支援したいという納税者の意向を寄付金という形で
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実現する制度である．他方で，寄付金の一部を所得税から控除できる特典とすべての都道

府県の市町村から寄付先を選べることから，ふるさと納税は故郷への支援と好きな地域へ

の支援という両面を持った制度である．このことから，出身県とふるさと納税経験者がふ

るさと納税をしたことがある自治体との関係を調べた．回答者 107 人のうち，鹿児島県出

身者は 101 人であり， B 県出身者は 2 人，その他の出身者は 4 人であった．あわせて，出

身地とふるさと納税をした自治体との関係を複数回答で答えてもらった．最も多い鹿児島

県にふるさと納税をした人のなかで，圧倒的に多い出身県は鹿児島県 96.0%(96 人)であり，

2 番目に多いその他の出身者は 4.0%(4 人)であった．また，B 県出身者はいなかった．B 県

にふるさと納税をした人のなかで，最も多い出身県は鹿児島県 80.0%(4 人 )であり，次は B

県 20.0%(1 人)であった．また，その他の出身者はいなかった．ふるさと納税をしたことが

ある自治体は圧倒的に鹿児島県が多かった．また，回答者のほとんどが鹿児島県出身者で

あり，鹿児島県の出身者のほとんどが故郷である鹿児島県にふるさと納税をしていたこと

から，鹿児島県出身者はふるさと納税を故郷にする傾向が強いことが示された．  

 

5.ふるさと納税制度の利用経験と最近の帰省の有無との関係  

ふるさと納税制度の利用経験と最近の帰省の有無との関係について調べた．その際，ふ

るさと納税制度の利用経験を，「欠かさずしいる」「時々している」「 1 回だけしたことがあ

る」「したことがない」の 4 件法で答えてもらった．また，最近の帰省の有無を「帰省して

いる」「帰省していない」の 2 件法で答えてもらった．また，「欠かさずしている」「時々し

ている」「1 回だけしたことがある」を「ふるさと納税制度を利用したことがある」とし，

「したことがない」を「ふるさと納税制度を利用したことがない」として集計した．  

表 2 に示すように．ふるさと納税制度の利用経験について調べたところ，回答者 282 人

のうち,「ふるさと納税制度を利用したことがある」と答えた人は 36.9%(104 人)であり,

「ふるさと納税制度を利用したことがない」と答えた人は 63.1%(178 人)であった．ふるさ

と納税制度を利用したことがない人が多かった．また，ふるさと納税制度の利用経験と最

近の帰省の有無との関係をみると，「ふるさと納税制度を利用したことがある」と答えた人

のうち，帰省している人は 81.7%(85 人)であり，帰省していない人は 18.3%(19 人)であっ

た．一方，「ふるさと納税制度を利用したことがない」と答えた人のうち，帰省している人

は 64.6%(115 人)であり，帰省していない人は 35.4%(63 人)であった．ふるさと納税制度の

利用経験と最近の帰省の有無を比べると，ふるさと納税制度の利用経験に関わらずどちら

も最近帰省している人が多かった．カイ二乗検定を実施したところ統計的に有意な関係が

みられた(χ²=9.334，df=1，p=.002)．帰省している人に対するふるさと納税制度の利用経

験は，利用経験がない人に比べて利用経験がある人の方がやや多かった．  

ふるさと納税制度の利用経験と最近の帰省の有無との関係は，ふるさと納税制度を利用

している人が利用していない人より最近帰省している人が多い傾向がみられたことから，

ふるさと納税の経験があることが，最近の帰省に影響を及ぼしていると考えられた．また，

ふるさと納税の推進が帰省する人を増やす要素になり得ることが示された．   
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表3　ふるさと納税制度の利用経験と最近の帰省の有無に関するクロス表 (N  = 282)

% n % n % n

ふ る さ と 納 税 制 度 を 利 用 し た こ と が あ る 81.7% 85 18.3% 19 100% 104

ふるさと納税制度を利用したことがない 64.6% 115 35.4% 63 100% 178

合　計 70.9% 200 29.1% 82 100% 282

(χ²=9.334，df=1，p=.002)

最近の帰省の有無

帰省している 帰省していない 合　計

 

6.ふるさと納税制度の利用頻度と老後の故郷移住意向との関係  

ふるさと納税制度の利用頻度と老後を故郷に移住して暮らす意向との関係について調べ

た．その際，利用頻度を,「欠かさずしている」「時々している」「 1 回だけしたことがある」

「したことがない」の 4 件法で答えてもらった．また，故郷への移住意向について ,「思っ

たことがある」「少し思ったことがある」「あまり思ったことがない」「思ったことがない」

の 4 件法で答えてもらった．また ,「思ったことがある」と「少し思ったことがある」を「故

郷への移住意向がある」とし,「あまり思ったことがない」と「思ったことがない」を「故

郷への移住意向がない」として集計した．  

表 4 に示すように，故郷への移住意向について調べたところ，回答者 284 人のうち,「故

郷への移住意向がある」と答えた人は 57.4%(163 人),「故郷への移住意向がない」と答え

た人は 42.6%(121 人)であった．故郷への移住意向がある人がやや多かった．  

また，ふるさと納税制度の利用頻度と最近の故郷への移住意向の関係をみると，ふるさ

と納税制度を「欠かさずしている」と答えた人のうち，移住意向のある人は 43.6%(17 人)

であり，移住意向のない人は 56.4%(22 人)であった.「時々利用している」と答えた人のう

ち，移住意向のある人は 74.3%(26 人)であり，移住意向のない人は 25.7%(9 人)であった.

「1 回だけしたことがある」と答えた人のうち，移住意向のある人は 69.0%(20 人)であり，

移住意向のない人は 31.0%(9 人)であった．一方,「したことがない」と答えた人のうち，

移住意向のある人は 55.2%(100 人)であり，移住意向のない人は 44.8%(81 人)であった．ふ

るさと納税をしている人がしていない人より老後の故郷への移住意向が強かった．カイ二

乗検定を実施したところ統計的に有意な関係がみられた (χ²=9.052，df=3，p=.029)． 

ふるさと納税と老後の故郷移住意向との関係は，ふるさと納税をしている人がしていな

い人より老後の故郷移住意向が強い傾向がみられたことから，ふるさと納税の経験がある

ことが，老後に故郷へ移住して暮らす意向に影響を及ぼしていると考えられる．また，ふ

るさと納税の推進が故郷との繋がりを促進させ，老後の故郷移住者を増やす要素になり得

ることが想像された．なお，ふるさと納税を欠かさずしている人では故郷への移住意向が

少ないことから，ふるさと納税制度の利用頻度と故郷への移住意向の関係性はみられなか

った． 

他方で，故郷移住意向の有無とふるさと納税の利用頻度をみると，欠かさずしている人
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では，故郷移住意向のある人に比べ，ない人のほうが多かった．同郷団体という繋がりが

ふるさと納税に影響している可能性があった．  

表4　ふるさと納税制度の利用頻度と老後を故郷に移住して暮らす意向のクロス表             (N  = 284)

欠かさずしている 43.6% 17 56.4% 22 100% 39

時々している 74.3% 26 25.7% 9 100% 35

1回だけしたことがある 69.0% 20 31.0% 9 100% 29

したことがない. 55.2% 100 44.8% 81 100% 181

合 計 57.4% 163 42.6% 121 100% 284

注 : 無回答を除外し集計している． (χ²=9.052，df=3，p=.029)

ふるさと納税制度
の 利 用 頻 度

故郷への移住意向が
ある

故郷への移住意向が
ない

%     　　　　　  n %     　　　　　  n %     　　　　　  n

合 計

老後を故郷に移住して暮らす意向

 

7.老後の介護に対する備えや準備と性別との関係  

老後に介護が必要になった場合に備えている事や準備を考えている事をそれぞれ複数回

答で答えてもらい性別との関係を調べた .  

全体では回答者 292 人のうち最多は,「貯蓄など経済面の備えをしている」51.4%(150 人)

であった. 2 番目は「介護サービスについて情報収集している」21.9%(64 人)であり, 性差

はみられなかった．老後に備えて , 貯蓄など経済面の備えと介護サービスの情報収集をし

ている傾向がみられたことから，介護需要に応えることが，労働集約型の医療福祉事業を

拡充させるだけでなく地域創生に繋がることが想像できた .   

 

8.同郷団体が故郷に行うふるさと納税と一般的なふるさと納税との比較  

同郷団体が故郷に行うふるさと納税について，出身県とふるさと納税経験者がふるさと

納税をしたことがある自治体との関係に対する調査結果から検討した．回答者 291 人のう

ち，ふるさと納税の利用経験がある人は 36.4%であり，利用経験がない人は 63.6%であった．

あわせて，出身県とふるさと納税経験者がふるさと納税をしたことがある自治体との関係

に対する調査結果から検討した．回答者 107 人のうち，鹿児島県出身者は 94.4%であり，

鹿児島県にふるさと納税した人のなかで鹿児島県出身者は 96.0%であった．  

本結果から，同郷団体の 36.4%がふるさと納税をした経験があった．また，ふるさと納

税の経験がある人の 96.0%が故郷にふるさと納税をしていたことから，ふるさと納税をし

たことがある同郷団体の人は，ふるさと納税を故郷にする傾向が非常に強い傾向がみられ

た． 

一般的なふるさと納税について，九州管内でみると，受入件数で九州 1 位(全国 3 位)は

宮崎県(618,262 件)であった．また，鹿児島市は 8 位(293,608 件)であった．一方，受入額

で九州 1 位(全国 3 位)は長崎県(10,456 百万円)であり，九州 2 位(全国 4 位)は宮崎県 (10,

328 百万円)であった．また，鹿児島県は 8 位(7,451 百万円)であった． 

読売新聞(2017)が述べている，収支が全国で最もよい自治体である都城市を，都城市の
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ある宮崎県と鹿児島県を比較すれば，受入件数は鹿児島県の 2.1 倍であり，受入額は鹿児

島の 1.4 倍であった(総務省 2017b:2-4)． 

一方，収支をみると、葉上(2017)による集計では，宮崎県全体の収支は，10,045 百万円

であり，鹿児島県全体の収支 7,130 百万円の 1.4 倍であった．これらのことから検討すれ

ば，一般的なふるさと納税に関しては，改善の余地はあると思われた．  

視点を変えると，本調査の対象者は若年層が極端に少ないことから，ふるさと納税を故

郷にする人や故郷移住意向が強く示された側面も考慮する必要があったが，同郷団体が故

郷に行うふるさと納税は一般的なふるさと納税に比べ強い傾向がみられた.  

本研究により，ふるさと納税が鹿児島県の財政に大きく寄与していることがみえてきた．

また，比較基準が異なり一概にいうことはできないが，鹿児島県にふるさと納税したこと

がある人に限定して検討すれば，故郷に行う一般的なふるさと納税に比べて，同郷団体の

ふるさと納税への意向が強い傾向がみられた．鹿児島県にふるさと納税をした経験が，最

近の帰省と老後の故郷移住に影響を及ぼしていたことから，鹿児島県出身者に対してふる

さと納税を勧めることが，帰省する人や老後を故郷に移住して暮らす人を増やすことに繋

がることが推察できた． 

 

                   Ⅳ．まとめ 

①ふるさと納税制度については，ほとんどの人が賛同し充分周知していたが，利用経験

のある人は少なかった．ふるさと納税との関係については，鹿児島県にふるさと納税をし

たことのある人のほとんどが鹿児島県出身者であることから，鹿児島県出身者はふるさと

納税を故郷にする傾向がみられた．また，ふるさと納税と老後の故郷移住意向との関係は，

ふるさと納税をしている人がしていない人より老後の故郷移住意向が強い傾向がみられた．

これらのことから，ふるさと納税の経験が，老後に故郷へ移住して暮らす意向に影響を及

ぼしていることが示された．  

②ふるさと納税制度は，故郷に貢献または支援したいという納税者の意向を寄付金とい

う形で実現する制度であるが，寄付金の一部を所得税とあわせて控除できる特典とすべて

の都道府県の市町村から寄付先を選べることから，故郷への支援と好きな地域への支援と

いう両面を持った制度であった．ふるさと納税は「故郷寄付控除」から始まり，納税者が

住民税の一定割合を応援したい自治体に寄付することで，自己負担を除いた寄付金が翌年

度の住民税などから控除され手元に戻る制度であった．その意義は ,「納税者が寄付先を選

択する制度であること」「故郷，お世話になった地域，これから応援したい地域などに対し

て力になれる制度であること」「自治体が国民に取り組みを広報すること」であった．これ

らは，自治体間の競争を促し，納税者に自治体の取り組みを考える契機となる可能性があ

った．ふるさと納税で選ばれる為に，各自治体が地域の特産品を返礼品とする傾向が地方

創生に繋がっていた．また，児童養護施設や高齢者の福祉施設などへ税の使い道を選択で

きる仕組みなど，税に対する意識を高める提案により，納税の大切さを考えることを働き

かける動きもみられたが，成果は限定的で今後の動向が問われる課題であると思われた . 

③ふるさと納税については，受入額及び受入件数の双方が大きく伸びていた．増加の主

な要因は，「2013 年度頃から魅力的な特産品を寄付の返礼品として送る自治体が現れた」「 2
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015 年度から控除上限額が約 2 倍に拡充された」「確定申告が不要となるワンストップ特例

申請制度がはじまった」「ふるさと納税の広報活動に積極的な自治体が増えた」「申込みか

ら決済までをウェブサイトで申請できるふるさと納税サイトが導入された」ことであった．

 ④鹿児島県の場合，既述したように，ふるさと納税の利用件数や受入額も多いことから，

自治体の財政に寄与していることが裏付けられる．他方，鹿児島県にふるさと納税したこ

とがある人に限定して比較すれば，故郷に行う一般的なふるさと納税に比べて同郷団体が

故郷に行うふるさと納税のほうが，ふるさと納税を故郷に行なう意向が強いことがわかる． 

⑤ふるさと納税の返礼品は，高級な特産品を指定する傾向がみられたことから ,生産者の

収入を増加させるだけでなく，良質な特産品を生産する生産者を保護する役割もあった．

手間を掛けた特産品は高額で販売しないと採算が取れず，販売業者が主導権を握る従来の

販売形態では，生産業者が不利になる傾向があった．元来，国内の特産品は，生産経費が

大きく大量生産により安価に販売する手法は選択し難い．この点からみれば，行政と生産

者が連携して地域の特産品を顔が見える形で扱うふるさと納税は，行政と生産者が連携し

て責任を担う形態となり，双方にとってメリットがあると考えられる．一方，寄付を行っ

た側からみれば，新鮮で日常では入手し難い特産品がもらえる特典があった．あわせて，

市民と行政が税の使い方を見直す契機となることが期待できる． 

 

おわりに  

本調査では，同郷団体のなかで鹿児島県にふるさと納税をした人は，鹿児島県に対する

一般的なふるさと納税に比べると同郷団体のほうがふるさと納税をする傾向がみられた．

鹿児島県にふるさと納税をした経験が，最近の帰省と老後の故郷移住に影響を及ぼしてい

たことから，鹿児島県出身者に対してふるさと納税を勧めることが，帰省する人や老後を

故郷に移住して暮らす人を増やすことに繋がることが推察できた．老後に備えて , 貯蓄な

ど経済面の備えと介護サービスの情報収集をしている傾向がみられたことから，介護需要

に応えることは地方創生に繋がることが想像できた．今や自治体間の医療・介護サービス

は，住所地特例制度等で負担均衡が図れていることから，医療・介護サービスを前提とす

る故郷移住者の増加は，労働集約型の医療福祉事業を拡充させるだけでなく，鹿児島県の

地方創生に繋がることが推測できた．これらのことから，ふるさと納税で得られた財源を

活用した，地域経営の視点による地方創生に向けた継続的な投資を提言したい．  
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